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平成２６年１１月１４日 

経営協議会学外委員からの提言への対応 

（平成２５年度） 

１．教育力の向上（入学時期の在り方、教育改革、国際化含む） 

（協議会） 

経営協議 

会開催日 
テーマ 学外委員からの提案・意見等 

H25.6.12 入学時期等の教育基

本問題に関する検討

状況 

○秋入学だけでなく学校教育のあり方をどうするかという

議論を引っ張る努力が必要。

H25.11.22 総合的な教育改革 ○中期計画の変更案に秋入学が書かれていることや４ター

ム制を通じて他大学に強い影響を与えていることで、改

革は順調に進んでいると思う。附置研究所の先生方も交

えて教育改革を行うということはすばらしい。

○ギャップターム、ギャップイヤーの動機付けについて、

大学での勉強以外の活動を企業等が評価する風土になれ

ば、学生が活用すると思う。

（懇談会） 

経営協議 

会開催日 
テーマ 学外委員からの提案・意見等 

H25.4.19 東京大学の入試改善 ○求める学生像について、東大の意図を高校側がきちんと

理解し推薦できるようにしてほしい。また求める学生像

を各学部が具体的に考える良いきっかけにしてほしい。

○推薦入試にはセンター試験を課さない、あるいは比重を

低くすることを検討してはどうか。また、学部、学科を

越えて授業や指導を受けられる仕組みを検討してはどう

か。

H25.6.12 体験活動 ○体験活動に参加したことに関する評価の観点について、

自分へのインプットだけでなく、社会へのアウトプット

としてプログラムや活動そのものに自分がどのような影

響を与えたかという点を精査してはどうか。

○学生の自発的・主体的な活動を側面から大学が援助する

形にすれば、比較的少ない費用で継続性を保つことがで

きるのではないか。

○期間を長期間に設定するよりも短期間で多数のグループ

を派遣したほうがよい。

○全世界の東大の OB 会に活動の趣旨を理解してもらい、サ

ポートを得てはどうか。

H25.9.11 学部教育の総合的改

革 

○４ターム制に続いて秋入学を実現させてほしい。４学期

制の意義、それがなぜ秋入学の土壌をならすことになる

のかについてもっと発信し、課題の大きさについて評価

してもらえるようにしたらよい。

○秋入学は国際化、ギャップタームは世界観を養うためと

いう目的を忘れずに進めてほしい。

○国家試験等の国全体の制度設計について、文科省を中心
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として検討する仕組みはできているのか。 

○27 年度までの検討をしっかりやり、28 年度からの 6年間

に秋入学をスタートできるよう強力に進めてほしい。 

○アクションリストは高等学校教育の改善のためにも非常

にわかりやすい。 

●提案・意見等に対する主な取組事例 

＜東京大学の入試改善＞ 

①平成２６年１月、推薦入試の実施方法等の概要を取りまとめ、公表。発表資料では、推薦入試に

特化した「東京大学推薦入試のアドミッション・ポリシー」を公表するとともに、各学部が求め

る学生像も明記。平成２６年度は、これらの内容を広く発信するため、全国７ヶ所で「推薦入試

説明会」を実施。 

②合否判定は、出願書類の内容、面接等の審査結果、大学入試センター試験の成績の３つを総合的

に判定。その中で、大学入試センター試験の成績については、入学後の学修を円滑に行い得る基

礎学力を有しているかどうかを判定する観点から、概ね８割以上の得点であるかどうかを目安と

して判断することとした。 

 

＜体験活動＞ 

①平成２５年度は、前年度の２倍強（前年比 243%）となる１１４件（国内５１件、国外２４件、 研

究室体験３９件）の多様な体験活動プログラムを提供。このうち、国外でのプログラム９件は、

海外ＯＢ会やＯＢの協力によるもの。 

②出願者総数は５５２名（前年比 259%）、参加者総数は３２７名（前年比 186%）。 

③参加学生の増加に伴い個々の学生への経済的援助は縮小したが、活動時の傷害保険等の経費負担

は引き続き行った。さらに、海外活動時の緊急時対応を強化するため、海外旅行保険には留学生

サポートサービスを付加した。 

 

＜ギャップイヤー・ギャップターム＞ 

①平成２５年度の FLY Program（初年次長期自主活動プログラム）の参加者１１名は、平成２６年３

月に活動を終え、報告書を取りまとめた後、同年５月１０日開催の報告会で各活動内容を報告。

この報告会には平成２６年度の FLY Program 参加者８名も参加し、学年を超えて交流を行った。

また、経済界等からは FLY Program の後援団体として登録していただき、学生への応援メッセー

ジをいただいている。 

②新学事暦や FLY Program 等の本学の取組をきっかけにするなど、平成２５年９月、文部科学省が

設置した「学事暦の多様化とギャップタームに関する検討会議」に濱田純一総長が参画（代理：

長谷川壽一理事・副学長）した。同会議は計５回にわたり、主に海外での活動を推進する方策等

について検討が行われ、「学事暦の多様化とギャップイヤーを活用した学外学修プログラムの推進

に向けて 意見のまとめ」がまとめられた。このまとめでは、秋季入学の導入に対する大きな課

題となっている国家試験の時期等の問題や学生の積極的な活動に対する企業の評価等に触れてい

る。 

 

＜総合的な教育改革、学部教育の総合的改革＞ 

①平成２５年７月に役員会が議決した「学部教育の総合的改革に関する実施方針」に則り、教育改

革の全学的な実施体制として「臨時教育改革本部」及びその下に「秋季入学推進会議」、「大学院

教育検討会議」並びに「学部教育改革臨時委員会」及びその下に「カリキュラム改革部会」、「教

育制度部会」を整備した。 

②秋季入学推進会議では、学部での秋季入学コースである PEAK のあり方等、秋季入学を推進するた

めの諸方策を検討、大学院教育検討会議では、大学院教育強化のアクションプランをまとめる等、

大学院教育強化の取組を学内に提案した。 

③カリキュラム改革部会では、４ターム制導入に伴う学部間の調整を精力的に行い、「学事暦（アカ

デミック・カレンダー）の策定に関する基本方針」、「４ターム制の実施方針」を提案。各方針は、

学部教育改革臨時委員会で了承され、平成２７年度に導入する４ターム制の基盤が確定した。教
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育制度部会では、「学部教育の総合的改革に関する実施方針」に基づく「第２期中期目標・中期計

画」の修正案を策定、学内での審議を経て文部科学大臣の認可を得た。そのほか、教育改革に伴

う学則等の主な改正項目をまとめた「学則改正大綱」の策定、全学教育を行う際の科目開設の在

り方や PEAK の拡充に関する提案を策定した。 

  なお、学則改正大綱を基に検討を行い平成２６年９月には学部通則の改正を完了し、現在、大学

院学則等関連規則の改正作業を進めている。 

 

 

２．研究力の向上 

（懇談会） 

経営協議 

会開催日 
テーマ 学外委員からの提案・意見等 

H26.1.24 東京大学の研究力 ○すべての分野で世界一になることは考えられないので、

予算配分における選択と集中を検討してほしい。 

○研究時間が減っている。これは深刻な問題であり、２、

３年はともかく１０年もつのかということも、考えてほ

しい。 

●提案・意見等に対する主な取組事例 

＜東京大学の研究力＞ 

①東京大学国際高等研究所の拡充 

カブリ数物連携宇宙研究機構(Kavli IPMU)に続きサステイナビリティ学連携研究機構(IR3S)を設

置した。（平成２５年４月） 

国際高等研究所に研究部を設置した(平成２６年４月)。 

②リサーチ・アドミニストレーター（URA）の体制整備を推進し、URA の配置を進めるとともに、今

後の制度設計の基本的な方針として「東京大学リサーチ・アドミニストレーター制度に関する基

本方針」を策定した。また、文部科学省の委託を受けて URA のスキル標準を策定した。 

③研究大学強化促進事業に採択され、本部で研究パフォーマンスの分析データベースを整備して研

究実績の見える化や若手研究者向けの論文執筆セミナーの開催などを実施したほか、学内で研究

戦略機能や研究基盤の強化に取り組む部局を募集し、分野等に応じた部局の取組を促進した。 

④本学と米国プリンストン大学との Strategic Partnership 覚書（平成２５年１月１５日締結）に

基づく両大学共同の研究・教育プロジェクトを公募し、両大学共同で設置した Joint Governance 

Committee による審査・採択を得て、プロジェクトの一部を助成（小規模プロジェクト $10,000

以内、大規模プロジェクト $300,000 以内（３年間））している。 

第１回 ３件（大規模）採択（平成２５年６月）、第２回 ４件（小規模１件・大規模３件）採択（平

成２６年２月）、第３回 公募中（平成２６年９月開始） 

⑤プリンストン大学において記念イベント「UTokyo Day」を開催し、第１回で公募採択した共同研

究・教育プロジェクト３件の進行状況報告等を行った。（平成２６年１０月） 

⑥共同研究の実績について、平成２１年度：１，３０２件・５，２６５百万円、平成２５年度： 

１，６２２件・５，６２８百万円となっており、着実に増加している。平成２５年度の共同研究

実施件数は、最高値を記録した。 

⑦受託研究の実績について、平成２１年度：１，１５８件・２８，２０７百万円、平成２５年： 

１，２６６件・２９，１３８百万円となっており、着実に増加している。 

⑧革新的イノベーション創出プログラム（COI STREAM）については、平成２５年度において COI 拠

点：２件、COI トライアル:１件、COI サテライト：１件、COI トライアル・サテライト：１件が採

択された。 
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３．ガバナンス・コンプライアンスの強化 

 （協議会） 

経営協議 

会開催日 
テーマ 学外委員からの提案・意見等 

H25.11.22 研究不正対策 ○全く新しい形の研究室マネジメントを入れないと、不正

が起きても検出できないと思う。 

○東大の自浄能力が試されている。初動対応を間違えず、

厳しく徹底的にやってほしい。 

○再発防止について、企業の「高い理念を掲げる」「組織の

末端まで浸透させる仕組み」「繰り返しの教育研修」「健

全な通報文化」「事故の処理の仕組みやルールづくり」な

ど、参考にするとよい。 

 ●提案・意見等に対する主な取組事例 

＜研究不正対策＞ 

①「東京大学憲章」や「東京大学の科学研究における行動規範」に基づき、研究倫理を遵守する環

境を作り上げるために、今後本学として取り組むべき事項を示す「研究倫理アクションプラン」

を新たに策定（平成２６年３月２７日）し、取組を推進している。 

②コンプライアンス事案の総合的な検証機能及び総括責任者の指揮監督機能の強化を図るために、

コンプライアンス総括責任者及び理事の責務を明記するなど「コンプライアンス基本規則」を改

正した。（平成２６年３月２７日） 

③コンプライアンス体制の強化の一環として「コンプライアンス総括会議」の機能強化を図るため

に、「コンプライアンス総括室」を新設した。（平成２６年度より） 

④科学研究における研究倫理を遵守する環境の整備等を推進するために、本部に「研究倫理推進室」

を新設するとともに、各部局に「研究倫理担当者」を設置した。（平成２６年度より） 

⑤従来のコンプライアンス基本規則が指定する通報窓口とは別に、新たに「コンプライアンス相談

窓口」を開設した。（平成２６年度より） 

 




